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１．投資家（投資リターンを重視）
上場企業は、資本市場からの評価が特に有効ではないか。

４．労働者（従業員の健康を重視）
企業の規模を問わず、労働市場からの評価を重視。特に業種内
での相対的な評価が重要ではないか。

２．取引先（品質・信頼性を重視）
大企業が取引先の健康経営を評価すると、サプライチェーンを通
じて、多くの中小企業まで波及効果が期待できるのではないか。

 企業規模毎に効果的なアプローチ（ステークホルダーからの要請）は異なるのではないか。

大企業
上場

中小企業

非上場

 いずれのステークホルダーに訴えかけるとしても、健康経営の取組に関する「情報を提供」し、
「（それぞれのステークホルダーの要求を満たす、という）パフォーマンスを示す」ことが重要。

健康経営の将来像： 拡大のためのアプローチ

３．地域社会・消費者等、その他のステークホルダー
中小企業への浸透を考えた場合、国による単一の認定制度だ
けでなく、身近な自治体による評価が有効ではないか。また消費
者が視認できる、マークや第三者認証制度も有効ではないか。

【ステークホルダーに着目した場合】

前回の健康投資ＷＧ事務局説明資料
（令和２年12月9日）



３．持続的な発展（優良法人制度の再構築）
• 国が横串で顕彰制度を整備する意義があるし、他方で、地域の商工会議所などのステークホルダーが関
わることにも意義がある。第三者認証を受けた企業が国の認定を受けられる、というのは二重の制度に
なって負担が増える。

• 中小企業への拡大には、サプライチェーンを通じた働きかけなど、別のアプローチも必要。

• 中小企業は300万社あるので、健康経営の拡大には民間の力を活用して入り口を増やすべき。
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健康経営の拡大に向けた論点
（前回の健康投資WGの委員意見）

１．情報開示の促進
• 健康経営に取り組む企業や経済産業省が
どのような項目をどう開示していくかを決める
ことが大事。

• 健康経営をESG投資のSの重要テーマとす
べきであり、開示を通じた健康経営の投資
家への訴求が重要。

• 投資家だけでなく様々なステークホルダーか
ら評価される仕組みが必要。

２．パフォーマンスの評価・分析
• パフォーマンスの評価は重要。健康と経営の
両側面からパフォーマンスの効果分析をする
と健康経営の価値が明らかになっていく。

• ワークエンゲイジメント等の共通の指標を創
り出すべき。



１．情報開示の促進
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１．情報開示の促進－進展状況
 初回である2014年度の健康経営度調査の時点と比較すると、2020年度の健康経営度調査では
企業による社外への情報開示が大きく進展。

社外への情報開示に関する状況の推移

※2020年度は設問及び選択肢に変更があったため過年度と一概に比較できないことに留意。
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１．情報開示の促進－投資家との対話

※1：設問Q14.「投資家との対話の中で、健康経営をどのように話題にしていますか。（いくつでも）」の選択肢である
『特に自社から話題にしていない』と『特に投資家から話題にされたことはない』の割合からそれぞれ算出。
※2：2016年度においては、「自社から」と「投資家から」の区別なく、「投資家との対話の中で、健康経営を話題にし
ていますか。（1つだけ）」という設問であったため、便宜的に『はい』の割合を使用。
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Q14投資家との対話に関する設問への回答（2020年度）投資家との対話において話題になっている状況の推移

 投資家との対話においても話題になることが増えている。
 特にホワイト500においては、健康経営を企業の成長戦略に位置づけるなど、具体的な内容で投資
家と個別に対話を行っている。
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１．情報開示の促進－労働市場とのコミュニケーション
 健康経営の推進にあたっては、従業員への発信により理解を促進することも重要。経年での変化を見
ると、トップによる伝達や従業員からの意見聴取等が増加している。

【ハローワーク求人票の特記事項に「健康経営」の記載がある例】
• 健康経営優良法人2019（ホワイト500）の認定を受けています。
• 優良な健康経営を実践している企業です。2020年3月「健康経営優良法人」に認定されました。
• 社員の健康管理に配慮した「いわて健康経営宣言」事業所です。

 現在、採用市場においては、ハローワーク求人票の自由記載欄で多くの企業が「健康経営」をアピール
している。

従業員の理解を促進する取組や従業員組織との協議等の状況の推移

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

トップ自ら理念･方針を伝達 49.7％ 59.3％ 68.1％ 71％

研修等を通じ定期的に方針を伝達 48.9% 59.6％ 66.7% 66.8％

方針策定過程で従業員の意見を聴取 44.6% 53.9％ 57.9% 59.4％

健康経営度調査（Q12.SQ3.明文化している健康経営の推進の方針について従業員の理解を促進するために行って
いる取組、Q22健康経営の推進に際して従業員組織と行っている情報共有等の取組）の回答データをもとに作成。
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１．情報開示の促進－情報開示に積極的な政策の例（女性活躍推進）
 厚生労働省では、女性活躍推進法に基づき各企業が策定した行動計画や自社の女性の活躍に関
する状況について公表する場として、2016年2月に「女性の活躍推進企業データベース」を開設。
2021年2月末現在、13,000を超える企業がデータベースに情報を登録。

＜外部からの評価＞
 学生は公表情報をもとに他社と比較しているため、積極的な開示はプラスになると考えている。（掲載企業）
 開設当初はデータ提供のみでやや無機質だったが、今は情報開示の仕方やメッセージを発信する先を明確にして
おり、内容が充実した。（機関投資家）

１ 働きがいに関する実績（女性労働者に対する職業
生活に関する機会の提供）

採用した労働者に占める女性労働者の割合

採用における男女別の競争倍率

労働者に占める女性労働者の割合

係長級にある者に占める女性労働者の割合

管理職に占める女性労働者の割合

役員に占める女性の割合

男女別の職種又は雇用形態の転換実績

男女別の再雇用又は中途採用の実績

２ 働きやすさに関する実績（職業生活と家庭生活と
の両立に資する雇用環境の整備）

男女の平均継続勤務年数の差異

男女別の採用10事業年度前後の継続雇用割合

男女別の育児休業取得率

一月当たりの労働者の平均残業時間

長時間労働是正のための取組内容

雇用管理区分ごとの一月当たりの労働者の 平均残業時間

年次有給休暇の取得率

【開示項目の概要】「女性の活躍推進企業データベース」
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１．情報開示の促進－健康経営度調査の回答の一部公表（案）
 来年度以降、健康経営度調査の回答に基づく企業情報を、次のような形で経済産業省ＨＰで公開
してはどうか。

（１）具体的な開示事項
• フィードバックシート
• 調査票のうち、経営層の関与やPDCAの取組など他社にとって参考となる重要な項目（3-5
項目程度をピックアップ）。

（２）開示要請
• 来年度以降の健康経営度調査において開示の可否を確認。
• 開示の可否は来年度の健康経営優良法人認定の評価においては考慮しない。
• ただし、ホワイト５００の認定において「開示可」とすることを要件とする。

（３）進め方
• 開示事項等の詳細について、基準検討委員会で検討し、本年７月頃の本ＷＧで決定。
• 来年度の詳細設計の参考として、先行的に、本年度のホワイト500取得企業に対し、開示
の許諾要請を行い、本年夏頃に試行版として経済産業省ＨＰ等に公開を行う。
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 健康経営度調査に回答した企業に対して結果サマリー（フィードバックシート）を送付。各社が今後
の健康経営を改善する際に参考となるよう細分化し、また経年変化が分かるような内容としている。

回答トップ・平均、業界トップ・平
均との比較が可能な、4側面の
内訳の評価（偏差値）

課題に対する施策や評価
改善の対応状況に関する
評価（偏差値）

4側面の過年度の評
価（偏差値）推移

総合評価の順位
（10%・100位単位）

１．情報開示の促進－健康経営度調査のフィードバックシート（参考）



 健康経営度調査票のうち開示する項目は、例えば①経営層のコミットメント、②健康経営の推進に関
する全体的な効果検証、③健康課題に対する今後の対応方針としてはどうか。

１．情報開示の促進－健康経営度調査票の開示項目（案）

項目のサンプル 内容 R2FY
調査票

経営層のコミットメント • 経営トップが行っている
取組 Q18

健康経営の推進に関す
る全体的な効果検証

• 健康経営の実施による
課題の改善状況

• 個別の健康経営施策
の効果検証

Q68
Q69

健康課題に対する今後
の対応方針

• 自社の課題や前年度
までの状況を踏まえた
健康経営の方向性

Q72

個別の施策に関する効果検証

(a)課題とその根拠 定期健診において、生活習慣病のリスク因子であるBMIと血糖の有所見率が年々増
加。糖尿病リスク以外にも多くの疾患の要因である肥満が進んでいることが課題。

(b)施策実施結果 上記の有所見者（ハイリスク者を除く）を対象とし、適正糖質摂取プログラムを実施。
対象者1000名に対し、500名が参加。行動変容も持続。

(c)効果検証結果 2019年度のBMI有所見率は前年度比1ポイント減の24％、血糖の有所見率（ハ
イリスク者を除く）は前年度比6ポイント減の9％となり、増加に歯止めがかかった。

具体的な推進計画・数値目標

(a)課題とその根拠 休業者の事由を分析したところ、メンタルヘルス不調による30日以上の長期休業者は
50名（2019年度）であり、アブセンティーイズムが課題。

(b)推進計画 ストレスチェックの集団分析結果を踏まえた職場環境改善施策、管理職層に向けたメ
ンタルヘルス研修、高ストレス者への面談による発生予防を行う。

(c)目標の内容
ストレスチェックにおける高ストレス者比率の改善（最終目標期限：2021年度）

現在値 今年度の目標値 最終目標値 単位
9 8 7 %

経営トップ自らが行っている取組

 経営トップが自社の健康経営の推進方針を社内に発信

 経営トップ自身の健康保持・増進の取組を社内に発信

 健康経営の推進方針を社外向け報告書（統合報告書、サステナビリティレポート等）で発信

＜開示の例＞

10
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 健康経営に係る情報開示は、取組状況やパフォーマンスを単に比較可能なデータとして公表するだけ
でなく、各社の経営戦略のストーリーに健康経営を位置付け、健康経営を通じてどのような経営課題
を解決したいのかを語ることがより重要。

 経済産業省によるデータセットの開示だけでは、経営戦略のストーリーまで読み取ることができないため、
企業による積極的な開示が必要。

※コニカミノルタHP「サステナビリティ」https://www.konicaminolta.jp/about/csr/human-capital/health-improvement.htmlから抜粋

【コニカミノルタ株式会社の事例】
企業HPにおいて、目指すべき姿、それを達成するための重点施策・組織体制、中期計画に基づきPDCAサイクルを実施していることを一
連の流れで説明している。
その上で、中期計画で定めた目標値に対して、どのような実績・パフォーマンスになっているかを経年で開示している。

中期計画における具体的な目標値
●組織の生産性・活力向上
 ストレスチェックによるストレス判定で、最もストレス度の高い職場数

50％削減
 組織健康度調査結果の平均スコア3.5未満から3.5以上への改善職

場比率 10％以上

●健康ムーブメントの推進
 生活習慣に関する4指標（食習慣、身体活動、喫煙率、睡眠）全

てで、国内主要企業の上位10％水準

●健康リスク者のミニマイズ化
 フィジカルハイリスク者数18.6％減
 メンタル休務日数13.5％削減

※2019年度をベンチマークとして、中期計画の最終年度である2022年度
の国内コニカミノルタグループ全体での目標値を設定

実績・パフォーマンスの開示

この他にも、中期計画の目標値に対応した実績・パフォーマンスを複数開示している。

１．情報開示の促進－企業による積極的な開示①
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Q13 SQ2<a>：「健康経営の戦略」の社外への開示について、どのような内容を公開していますか。（いくつでも）
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課題と効果のつながりを

把握して管理

課題と具体的な取り組みの

つながりを把握して管理

効果と具体的な取り組みの

つながりを把握して管理

特に把握していない

・無回答

銘柄選定企業 認定法人ホワイト500 認定法人ホワイト500以外 回答法人全体

一連の流れとして「健康経営の戦
略」を管理している企業は一定
数存在。

「健康経営の戦略」の開示はある程度
行われているが、健康経営全体のKPI
や、KPI設定に至った背景等の開示は
まだ進んでいない。

１．情報開示の促進－企業による積極的な開示②



２．パフォーマンスの評価・分析

13
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２．パフォーマンスの評価・分析
 一部の企業においては、健康経営の個別施策の効果について、プレゼンティーイズムやワークエンゲイジ
メントの改善等に関する分析を行い、外部に発信している。

（出所）丸井グループ資料より抜粋（出所）DeNA資料より抜粋

【DeNAの事例】 【丸井グループの事例】

• 睡眠と生産性の関係

 人間工学に基づく椅子、モニターアームの導入により、執
務デスク環境の改善を実施。

 腰痛・肩こり・眼精疲労の軽減の効果について、相対的
プレゼンティーイズムの改善と、その費用対効果を算出。

経済効果／人 +253万円

イス・モニター導入費用／人 -25万円

費用対効果／人 +228万円

• １人当たりの費用対効果（１年間）

 2014年から従業員6,000名の健康診断データをもとに、
生活習慣と仕事の取組姿勢との関連性を分析。

 「良い睡眠がとれている」と答えた従業員は、仕事の取組
姿勢が前向きであることが分かった。

※DeNA社の全従業員に導入を図ると単純計算で25億円程度の経済効果。
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２．パフォーマンスの評価・分析

Q68 SQ1. 健康経営の実施による社内指標の改善や社外評価との相関分析を
行っていますか。検証している場合は、その結果を開示していますか。（いくつでも）
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検証内容 開示有無 n=2232

 健康経営に取り組むことにより、従業員の健康増進・モチベーション向上等を通じて、業務パフォーマン
スや企業全体の業績の向上につながっていくことが重要。

 業務パフォーマンスについては、各社で様々な効果検証を行っていても開示には至っていないケースが多
い。比較可能な指標での開示を促していってはどうか。
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２．パフォーマンスの評価・分析
 健康経営と、従業員の業務パフォーマンスについての分析が発信されることで、健康経営の価値が
様々なステークホルダーに伝わり評価されていくことが重要。

Q13 SQ2<c>「健康経営の実施による成果」の社外への開
示について、どのような内容を公開していますか。（いくつでも）

＜現行の設問と選択肢＞

① 行動変容

② 身体的及び心理的な健康状態

③ 業務パフォーマンス

１．企業の中長期目標等への健康経営の貢献度・影響の分
析結果等
（経年での医療費適正化・生産性向上等）
２．経営方針に基づいた健康経営全体としてのKPIに関する経
年での定量的な取組成果

３．健康経営の個別施策に関する経年での取組成果
（例：健康状態の改善数値、年間労働時間縮減等）
４．定量的でない取組成果
５．取組への投資額及び投資対効果
６．その他
７．特に健康経営の実施による成果は開示していない

現行の設問では、それぞれの選択肢が抽象的で限定的な例示に留まっているため、以下①～③の
観点を踏まえ再構成する。
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（参考）定量的で比較可能なパフォーマンス指標として考えられるもの
 健康経営のパフォーマンスについて、現状、他社との比較可能な共通指標が確立していない。
 今後、情報開示が進展し、開示情報を利用するステークホルダーの分析が進む中で、定まってくること
が期待される。

（健康投資管理会計ガイドライン等を参考に作成）

（注）特に、身体的指標に基づく比較については、過去のＷＧ等において、「業種や職種、年齢構成、男女比率等によって、あるべき
状態が異なり、単純比較は困難である」と指摘されており、数字だけが一人歩きしないように、開示項目や開示方法について、丁寧
に議論していく必要がある。

身体的指標
（注）

【定期健診または特定健診の有所見者率】
健診が法定義務化されていることから、どの企業も数値として保有している。
※ なお、健康スコアリングレポート（健保毎に、肥満等の健康状況や運動・喫煙等の習慣を表示）につい
て、令和3年度から健保組合加入の事業主単位で整理される。

心理的指標 【ストレスチェックにおける高ストレス者率】
50人以上の事業場では法定義務化されていることから、多くの企業が数値として保有している。

就業関係指標
（業務パフォーマン

ス指標）

【傷病を理由とした休業日数（アブセンティーイズム）】
多くの企業において、社内規則で一定期間の疾病休業の際、主治医による診断書の提出を義務付けてお
り、把握が容易と考えられる。

【プレゼンティーイズム尺度のスコア】
健康状態による労働生産性損失の状態を把握することができる。

【ワークエンゲイジメント尺度のスコア】
仕事に向けられる従業員の活力等の状態を把握することができる。

パフォーマンス指標の候補
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（参考）「健康投資管理会計 実践ハンドブック」について
 企業等における健康経営の取組をさらに促進することを目的に、 「健康投資管理会計 実践ハンド
ブック」を作成し、2021年3月末に公開する予定。

 ハンドブックでは、健康投資管理会計ガイドラインに沿って管理会計を作成する際の、具体的な留意
点等をQ&A形式で解説。

「健康投資管理会計 実践ハンドブック」の構成とQ&Aの例

実証に参加した健康経営銘柄企業の声からQ&Aを作成

 健康経営において健康投資管理会計の実施を義務付けるものではないが、既に作成した企業は50社以上ある。また今後作成す
る予定がある企業は300社を超えており、ハンドブックがそうした企業の後押しとなることを期待。

 ハンドブックは経済産業省HPで公開し、健康経営優良法人認定企業に向けて周知を行う予定。

1.はじめに：健康投資管理会計とは？

2. 健康投資管理会計ガイドラインに沿って取り組んでみましょう

-1. 健康投資戦略の見える化：①戦略マップ

-2. 健康投資の見える化：②健康投資シート

-3. 投資効果の見える化：③健康投資効果シート

-4. 健康資源の見える化：④健康資源シート

3. おわりに

Q：健康投資シートって何ですか？

A：その名の通り、各社の健康投資の見える化を行うために用いるシートに
なります。戦略マップで一番左側に記載をした各施策の区分ごとにどの程
度の投資額が発生しているのか、また一番右に設定した課題につながる
「健康関連の最終的な目標指標」ごとにどのくらいの健康投資を行ってい
るのかを把握することが出来ます。

Q：資源シートは作成後、具体的にどのように活用すれば良いのでしょうか。

A：自社に蓄積している資源を見える化することによって、実施する施策の
検討に活用できるのではないかと考えています。例えば自社で社員食堂を
保有している場合、せっかく保有しているのだからもっと食堂を活用した施
策を考えてみよう、といったような発想に貢献できるのではないでしょうか。
もちろん、自社の経営課題・健康課題の解決につながる施策であることが
前提となります。



３．持続的な発展
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３．持続的な発展－他の認定制度との比較
 健康経営優良法人認定制度は、他の労働・人材・ダイバーシティ関係の企業認定制度と比較すると、
認定件数が多い。

認定制度 健康経営優
良法人

安全衛生優
良企業 なでしこ銘柄 えるぼし認定 くるみん認定 ユースエール

認定

認定対象
特に優良な健康
経営を実践して
いる大企業や中
小企業等の法人

労働者の安全や
健康を確保する
ための対策に積
極的に取り組み、
高い安全衛生水
準を維持･改善
している企業

女性活躍推進に
優れた上場企業

女性の活躍に関
する取組の実施
状況が優良な企
業

次世代育成支
援対策推進法に
基づき、行動計
画を策定し、一
定の要件を満た
した企業

若者の採用・育
成に積極的で、
若者の雇用管理
の状況などが優
良な中小企業

認定数

大規模
法人部門

1,801法人
中小規模
法人部門

7,934法人
（R2年度）

37社
（累計）

なでしこ銘柄
46社
準なでしこ
19社
なでしこ

チャレンジ企業
554社

（R元年度）

プラチナ
えるぼし認定

9社
えるぼし認定
1,236社
（累計）

プラチナ
くるみん認定
416社
くるみん認定
3,505社
（累計）

745社
（累計）

認定主体 日本健康会議 厚生労働省 経済産業省 厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省
20
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３．持続的な発展－健康経営優良法人制度の再構築
 健康経営優良法人認定制度について、2022年度以降に次のような再構築を検討してはどうか。

1.健康経営優良法人（大規模法人部門）
•現行の健康経営度調査に基づく評価の仕組みを維持。
•ホワイト500の申請を希望する企業については、開示を強化するとともに、（○×評価ではなく）自
由記述に基づく評価を増やす（各企業の健康経営施策の実施の「数」ではなく、「質」を評価できるよ
うに）。
•併せて、調査票全体の簡略化を通じて、ホワイト500の申請を行わない企業の回答負担軽減にも取
り組む。

2. 健康経営優良法人（中小規模法人部門）
•現行の申請の内容・手続きを継承する形で、民間団体が審査・認定を実施（実施主体となる業界
団体や中小企業団体等については、中立性や審査体制などをチェックした上で国が認定）。
•引き続き「健康経営優良法人」ロゴを使用。ブライト500も維持（各団体で審査した上位案件を
国・日本健康会議で集計・認定）。
•実施主体としての業界団体が、業界単位での健康経営の普及をリードすることが期待できる。（ブラ
イト500を目指さない企業については、より簡素な申請・認定にすることもオプション）
•また、実施主体が一定の要件を満たす民間企業（例えば銀行や保険会社）をパートナーと認定す
ることで、こうした民間企業による事業活動を通じた中小企業への健康経営の働きかけが期待できる。
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 健康経営度調査における「取引先の考慮」の設問への回答について、2014年度においては全回答
企業のうち6割以上が「特に考慮・把握していない」を選択していたが、2020年度においては健康経
営の実施状況や認定取得状況を把握する企業が増加している。

３．持続的な発展－サプライチェーンにおける健康経営の普及

 ＥＳＧ投資のうち「環境」や「人権」などについては、責任ある調達活動の一環として取引先にも取組を要請することが確立している。
健康経営の実践を取引先に求めていくことについては今後の発展を期待。

 健康経営度調査の項目に「取引先の取組への支援」などの設問を追加し、健康経営に関する取引先との連携の状況をフォローして
はどうか？

Q16：製品・サービスの購入や業務を発注する際に、取引先の健康経営の取組状況や労働衛生、従業
員の健康の状況についてどのような内容を把握・考慮して発注を決めていますか。（いくつでも）

※選択肢「健康経営の表彰制度の取得状況」は2017年度から新たに追加されたことに留意。



 自治体における、健康経営や健康づくりに取り組む企業等の認定・表彰制度等を調査したところ、
件数が増加している状況があることから、引き続き国からの情報提供を通じてこうした取組を促進し
ていく。
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３．持続的な発展－自治体における健康経営等の顕彰制度

※都道府県及び市区町村が実施主体となっている顕彰制度について、公表情報を基に調査を実施。

今回調査
(令和3年3月)

前回調査
（令和2年3月）

増減

北海道 1 1
東北 17 17
関東 26 25 ＋1件
中部 15 13 +2件
近畿 10 8 ＋2件
中国 9 9
四国 4 4

九州・沖縄 12 12
合計 94 89 ＋5件

【自治体における健康経営等の顕彰制度の状況】



 従業員の健康増進に係る企業の取組に対し、インセンティブを付与する自治体、金融機関等が増加
している。

 企業自らによる健康経営のパフォーマンスの発信のほか、経済産業省による各種情報発信により、こ
うした取組が自発的に拡大していくことを後押しする。

自治体が提供するインセンティブ（取組数：16→19）
・融資優遇、保証料の減額
・奨励金や補助金

公共調達加点評価（取組数：14→18）
・自治体が行う公共工事、入札審査で入札加点
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銀行等が提供するインセンティブ（取組数：56→84）
・融資優遇
・保証料の減額や免除

３．持続的な発展－インセンティブ措置

健康経営優良法人に対する
インセンティブ措置の具体例

インセンティブ措置の数（昨年度→今年度）

建設工事における総合評価落札方式の加点評価
「健康経営優良法人」認定を受けている事業者に対して、100
点満点中１.０点の加点評価。

長野県松本市

中小企業向け制度資金「地域産業振興資金」
「健康経営優良法人」等の認定を受けている中小企業・小規模
事業者に対して特別利率・保証料率により融資。

大分県

「業務災害総合保険（超Ｔプロテクション）」
従業員が被った業務上の災害をカバーする保険商品において、
「健康経営優良法人認定割引」として5％の割引を適用。

東京海上日動火災保険(株)

団体３大疾病保障保険「ホスピタＡ（エース）」
３大疾病を保障する団体保険において、「健康経営優良法人」
に対して健康経営割引プランを適用し、保険料を2％割引。

住友生命保険相互会社

人財活躍応援融資“輝きひろがる”
「健康経営優良法人」等の認定を取得している中小企業者に
対し、銀行所定金利より一律年▲0.10％の融資を実施。

池田泉州銀行



３．持続的な発展（優良法人制度の再構築）
• 健康経営への取組を更に拡大するため、民間団体による健康経営優良法人の審査・認定を可能とする
仕組みを構築してはどうか。

• パートナーとしての民間企業による健康経営の働きかけを可能とする仕組みとしてはどうか。
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健康経営の拡大に向けた論点
（今回の論点提示）

１．情報開示の促進
• 回答企業の情報開示が大きく進展している
ことを踏まえ、女性活躍ＤＢに倣い、経済
産業省ＨＰでの公表を検討してはどうか。

• 具体的には、来年度調査から、フィードバッ
クシート等の開示をホワイト500認定の要
件としてはどうか。

• 試行的に本年度のホワイト500企業に、
フィードバックシートの開示意思を確認して
はどうか。

２．パフォーマンスの評価・分析
• 健康経営の取組を通じて、従業員の健康
増進・モチベーション向上等を通じて、企業
業績・企業価値の向上につなげることが重
要。

• そのためのPDCAに取り組む企業が増加し
ており、この流れを後押しするため、パフォー
マンス指標を今後整理していってはどうか。
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